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都市バスの再生は可能か
上宏美
1 バス輸送の位置
本稿は都市バスの新しいサービス生産形態について，名古屋市と東京都の
ケースを調査したものである。具体的内容に入る前に，今日の都市交通の中
でのバスをどう考えるかについて若千述べておきたい。
バスによる旅客輸送は，歴史的には今世紀20年代に入ると普及を始め，近
距離交通機関として以後世界的に広く利用されている。わが国においても若
千遅れるものの，大都市を中心に20年代半ば以降普及をみた。つまり，バス
は既に半世紀以上にわたって親しまれてきた交通機関であり，根本的に別種
の輸送機関に変化することはなかった。内燃機関の発達を主要なきっかけに
高速化， 大型化はみられたものの， many-to-manyの輸送を基本形態とし
てきている。バスの出現と利用普及は，それまでになかった道路を通路とす
る近代的交通手段であったため， 多くの影響を社会に与えることとなった
が，ここで関連する問題に限れば，既存の都市における路面電車にはとりわ
け強い衝撃であった。路面電車はそれ以前の馬車鉄道を急速に陳腐化させ，
例外的区間を除いては消滅させ，代替しながら1890~1910年にかけて発展し
た。しかしながら， これらはいずれも専用軌道を要し，交通サービス生産の
範囲に強い制約が技術的に内在している。この制約を，道路がある限り一道
路構造に一定以上の条件を要することは言うまでもない一運行可能性をもっ
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バスは打破し得たし，輸送量ー速力と積載能力との相乗として把握ーも漸次
追いつき，ほぼ拮抗しながらより長大路線，さらには路線網を形成すること
により利便性を高めることができた。こうして鉄道旅客輸送にも一定の影響
を与え， とりわけ路面電車輸送を停滞に追い込み，所によっては代替して路
面や地下をも含む都市鉄道を廃止にすら追い込んだ。 1930年代半ば以降のア
メリカでは自動車産業の策謀によりこのプロセスが進行したことは既によく
知られている。わが国では，自動車用燃料の制約という事情もあって，都市
でも電車，バスが長期に併存してきた。
路面電車にしろバスにしろ，近距離旅客輸送において，その技術的特性か
ら積合せ（乗合）輸送をサービす（交通用役）生産の基本パターンとする。
近代的工場生産の場合と同様な規模の経済を原理とする市場への見込生産の
形態をとり，注文生産ではない。個々の需要に生産の条件を適合させるとい
うよりも，市場の許す範囲内ではありながら，需要ー交通の場合にはこれは
消費であり，極めて独特である一に生産条件を強いることになる。路線や，
乗降のための停留所（駅），ダイヤ，方向，そして連賃（価格） も， 個別需
要に供給側と交渉の余地はないものとされる。積合せ輸送のパクーンは，定
時定路線を公表運賃のもとでサービス生産（＝運行）し，販売していく。こ
の条件を受け入れない限り，交通サービスの消費による移動欲求の充足はで
きないのである。鉄道を代表とする近代的交通機関の発達は，サービスのこ
のような供給＝生産パターンの量的充足という形をとってきた。そして今日
でも最も高度な技術である航空輸送についても， このパターンが主要な生産
形態であることに変りはない。バスの発達はこのようなサービス生産の近代
的発展の中で，バスという技術を使ってのそれであった。
序でに言付け加えておくならば， 先に積合せと言った場合に触れたよう
に，バス，電車といった乗合方式のサービス生産＝消費と対照されるのが個
別方式である。貸切， とも言う。ククシー， トラック，或いはバス，航空機
であったとしても， A地からB地への移動の間， これらの排他的利用を行う
場合である。 many-to-manyでなく，見込生産でなく， door-to-door,注文
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生産方式である。人間や物の移動欲求・必要を考えてみると， この形での欲
求・必要充足の方が費用などの条件を無視すれば，つまり交通サービスのす
ぐれて個別的な性格を考慮すれば，個別輸送方式の方が移動欲求により即し
た形であると言える。ただ，注文生産，或いは個別輸送がそうでない見込生
産，積合せ輸送の場合と，同一水準の技術を駆使できれば， という条件は忘
れてはならない。
自家用車が普及するまでは，電車やバスに対抗できる個人の利用可能な個
別交通手段は基本的にはなかったと言ってよいであろう。もちろん自転車や
馬車といった乗物も考えられるが， これらはエネルギーを機械的に利用し得
ず，動力は人・畜力であるから，近代的，機械的輸送力を発揮しうる電車や
バスの競争相手ではない。ところが自家用車の普及は，陸上交通の様相を一
変させた。既に触れたように，自家用車の個人的利用は，道路条件が許す限
り，より個別的移動欲求充足に即すものである。移動欲求充足の形がより細
分化された形で，つまり既存の積合せ方式ーそれも電車，バスと技術的に区
分できるが一の他に，地城的ないし近距離の移動に際しては複数のクイプの
移動欲求充足の方法が選択可能となった。ここから，直接的に2つの問題が
既存のクイプの輸送に生じた。
一つは，交通全体の需要が経済発展都市膨張とともに著しく増大したにも
かかわらず，その中で輸送サービス需要， これは即ち交通サービスの商品形
態での消費のことであるが， これはその相対的シェアを減少させざるを得な
かった。増大した交通量の一部はもちろん市場における交通サービス需要に
向かったが， それ以上に自家用乗用車利用によって充足されることとなっ
た。自動車の普及は，所得の相対的水準の上昇，自動車価格の相対的絶対的
低下，各種販売促進策などに支えられていたから，積合せ方式の近距離輸送
サービスは急速に劣等財の性格を帯びるにいたった。もう一つ自動車利用普
及が既存の電車，バスに直接及ぼした影響は，その著しい運行効率の低下で
あった。電車，バス，自動車，これらはすべて道路面を使う。所によっては
この三者が集中することを生ずる。そして最も通路制約条件の強い路面電車
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が徹退し，バスに置き変えられたり，或いは交通需要の多大な大都市では地
下高速鉄道へ転換した。置き変えられたバスは，従って運行条件は極めて悪
い所であった。 このことが車両や配置人員の増加を余儀なくさせたばかり
か，単位費用の上昇は絶えず運賃上昇を招くことになった。運行条件の悪化
は，例えば表定速度（時速）で示されるが，モータリゼーション以前15k/h
であった区間も，以後は急速に低下し， lOk/hを軽うじて越えるか，時間帯
によってはそれ以下になった。このような交通サービス生産条件の悪化は，
サービス業の場合の交通では販売商品（サービス形態）の品質低下を意味す
る。運賃（価格）が上昇する一方で，購入するサービスの品質低下から，利
用者＝サービスの消費者は逸走することになる。ここに路面混雑による既存
交通企業の経営の悪循環が始ったのである。わが国都市の1960年代以後の顕
著な傾向であった。こうして60年代半ばから70年代に入るとバスもまた急速
な縮小過程に入ったのである。
78年の石油価格暴騰，いわゆる石油ショックをきっかけに，個人乗用車に
ついて資源，エネルギー，空間の面からその浪費性が強調されたし，激増す
る車による環境破壊，事故からはその反社会性が強調され，移動に際してこ
の他の手段への転換が模索された。しかし，一部に中量輸送機関一新交通シ
ステムと総称される一の実用化をみてはいるが，車利用はますます発達し，
今日では近距離はもちろん，中長距離交通においても高速道路網に支えられ
て車の利用による移動が進んでいる。以上の過程をいくつかの統計的資料に
より裏づけておこう。表①によれば，走行キロはこの10年ほとんど変ってい
ない。にもかかわらず輸送人員は絶えず減少してきた。交通量全体はこの20
年間2倍以上に増加したにもかかわらず，バス輸送は 1.3倍程度に増えたに
とどまり，乗用車と航空利用者が激増した。この間の状況を図①はみごとに
示している。図③は既に触れた道路混雑によっていかにバスの速度が低下し
たかが若千の都市の公営バス事業の例によって示されている。表③によれ
ば，都市の膨張はバス利用の距離に全体としてはほとんど影響がなかった様
である。 1人当たりの利用回数は1965年頃をビークに減ってきた。ここに，
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表① バスの車両数，輸送人員及び走行キロ
乗合バスの車両数の伸び率は昭和50年度以降毎年低下してきたが，邸年度は対
前年比で0.9%減となった。□ 度 乗合バス
車両数 1乗平車定均員 1平車均齢 1三大都市輸圏 I送その人他 I員 計 Iー蜘キロ 指数
（両） （人） （年） （百万人） （百万人） （百万人） （百万km)
30 28,932 47 5.4 3,461 1,104 
40 62,923 67 5-4 4,103 5,759 9,862 100 2,636 100 
“ 67,911 72 s.4 4,411 5,663 10,074 102 2,935 111 50 68,435 72 s.9 4,294 4,825 9,119 93 2,878 109 
51 68,037 73 6.2 4,188 4,585 8,773 89 2,894 110 
52 67,660 73 6.2 4,059 4,530 8,589 87 2,894 110 
53 67,620 74 6.1 3,981 4,327 8,308 84 2,898 110 
54 67,309 74 6.4 3,915 4,261 8,176 83 2,911 110 
55 67,142 74 6.4 3,878 4,219 8,097 82 2,910 110 
56 66,897 73 6.5 3,762 4,141 7,903 80 2,917 110 
57 66,843 74 6.6 3,705 3,949 7,654 78 2,918 110 
58 66,222 74 6.7 3,688 3,744 7,432 75 2,909 110 
出所：運輸省地域交通局監修『昭和60年版数字で見る自動車』日本自動車会議所発行より。
図① 旅客の輸送機関別輸送量の伸び率
昭和40年度と昭和58年度の輸送量を比較すると， 乗用車と航空による輸送の伸
びが著しい。
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出所：表①に同じ。
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図③ 都市の乗合バス事業表定速度の推移
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（注） 「公営交通事業協会資料」による。
出所：表①に同じ。
表② 乗合バス1人平均乗車キロ及び国民1人当たり利用回数
乗合バスの1人平均乗車キロは， ほぼ4.8から 5.4kmの間を前後しており，
昭和58年度における国民1人当たりの利用回数は62.3回である。
乗合バ~ ス
3045126578 
1人平均乗車キロ 国民1人当たり利用回数
5.2 34.8 
5.4 98.1 
5.2 96.4 
5.2 81.3 
4.8 77.5 
4.8 75.2 
5.0 72.1 
5.0 70.4 
5.1 69.2 
5.1 67.1 
5.0 64.5 
4.9 62.3 
出所：表①に同じ。
乗車時間についての統計があればさらに興味ある事実が見出されるであろ
う。表③では，免許キロもまた1970年頃がピークで，以後の休止キロ，廃止
キロの多大さが注目される。表④，⑤は，乗合バス事業が相対的にいかに収
入が悪いかが推測されよう。労働集約的性格の強い自動車運送事業の人件費
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を原価構成の中でその他の費用と対比したものである。
バス事業，特に乗合バス事業の交通サービス特性と今日の一般的傾向を概
表⑧ 乗合パス免許キロ
年度末
免許キロ （キロメー トル）
免許キロ I 休止キロ I 廃止キロ
30 125,741 2,220 
40 178,505 
45 194,881 10,880 2,777 
50 180,879 10,264 2,086 
51 180,187 9,277 2,437 
52 178,805 9,189 2,855 
53 177,104 7,562 3,129 
54 177,340 7,998 1,438 
55 177,310 8,108 1,189 
56 178,074 7,859 2,105 
57 179,521 8,137 2,711 
58 177,709 8,415 4,098 
出所：表①に同じ。
表④ バス事業の営業収入及びキロ当りパス運賃
~年度I 営業収入乗I 指 合 ,. ス I 貸切パス数 1 運 賃 l指 数 1 営業収入 I 指 数
（百万円） （円） （百万円）
30 64,117 54 3-4 97 10,364 42 
35 118,578 100 3.5 100 24,858 100 
40 233,500 197 5.2 149 55,700 224 
“ 368,914 311 7.2 209 115,416 464 50 713,266 602 16.4 469 241,925 973 
51 806,006 678 17.6 503 257,645 1,036 
52 834,609 704 19.3 551 290,613 1,169 
53 878,969 741 20.94 598 318,984 1,283 
54 920,987 777 22.80 671 345,656 1,391 
55 971,369 819 24,30 694 391,040 1,573 
56 1,017,640 858 25.98 742 411,533 1,656 
57 1,059,905 894 27.58 788 4位，946 1,782 
58 1,074,322 906 28.69 820 459,580 1,849 
（注） (1) 乗合バス運賃比標準事業者（保有車両数30両以上）のうち対キロ区間制運賃を探用している事業
者の平均賃率である。
(I) 5呼度の最高賃率は40円．最低賃率は14円40銭である。
出所：表①に同じ。
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表⑥ 乗合パスの走行キロ当たり原価
57年度の走行キロ当たり原価は，民営企業345.8円，公営企業533.5円で，公営
企業の原価は民営企業の約1.5倍となっている。 （単位：円）
~ : 民営 公営I 営 業 費 1営業外 I 営 業 費 1営業外合計 小計人件喪 その他費用 合計 小計人件費 れの他費用
40 84.8 80.5 45.4 35,2 4.3 109.1 105.5 71.1 34.5 3.6 
(108) (108) 
45 131.0 123.0 82.0 41.1 7.9 167,2 155.5 117.8 37.8 11.6 
(116) (114) 
50 2絡.7 232.8 170.5 62.3 10.9 375.1 349.7 279.8 69.9 25.4 
(109) (110) 
51 2(51 9.1 248.2 180.9 67.3 10.9 4(01089.3 ) 380.9 303.9 77.0 27.4 06) 
52 276.8 267.4 197.0 70.4 9.4 4(31507.2 ) 408.2 327.9 80.3 27.0 (107) 
53 283.6 275.1 203.5 71.6 8.5 4(1607,8 ) 422.9 343.5 
79,4 23,9 
(102) 
54 269.9 289.6 209.6 80.0 7,3 伍5.1 445,1 351.9 93,2 20.0 
(105) (104) 
55 313.4 305.2 216.1 89.1 8.2 497.4 479.4 372.9 106.8 17.7 
(106) (107) 
56 329.9 321.6 227.3 94.3 8.3 514.9 497.5 383.5 114.0 17.4 
(105) (104) 
57 345.8 337.3 241.4 95.9 8.5 5(31304.5 ) 515.9 396.4 119.5 17.6 (105) 
（注） (1) ( )内は前年比（彩）である。
(2) 専業率50%以上の全事業（民営114,公営28)を対象とした。
(3) 自動車運送事業経営指標による。
出所：表①に同じ。
観してきたのであるが， この傾向が進む過程でバス事業がとった対応策が全
くなかった訳ではない。むしろ安定期におけるよりも運行管理技術は進み，
車両設備も改善が進んだ。対応策は大きく三つの面からとりあげることがで
きるであろう。
一つは，個別バス企業がその内部でとり得る手段である。最も初期にとら
れた方策は，乗務員の中，車掌を廃止し，いわゆるワンマン運行を徹底する
ことであった。今日では道路条件の例外的に悪い路線以外ほとんど (96.8彩
の車両）ワンマン化されている。これは，先に表⑤で示した通り，費用の中
でもウェイトの極めて大きい人件費の削減を狙ったものであることは言うま
でもない。車掌のカットは，当然運転手の労働強化につながる。運転の他に
運賃収受の責任が付け加った。車両整備の外注，下請など企業内部での合理
化が著しく進んだ。と同時に，バス設備の改善にも，殊に冷暖房設備など一
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定のサービス向上がようやく進んだ。系統再編成一削減と協同化ー，バスロ
ケーションシステムの導入，停留所施設改善など，基本的運行パクーンは変
っていないが，車両とその運行には種々の対策がなされた。
費用削減など合理化の他に，交通業以外の業種へ事業を多角化することも
多い。私鉄産業ほど多方面へ， しかも本業との相対比率で高さ，或いは緊密
さもないが，それでも地或産業としての運送業を契機に，流通，不動産，レ
ジャーなどを兼業する場合が多い。但し，公営企業は制度的制約のためこの
表⑥ バス事業の従業員総敷と走行キロ当たりの従業員数
乗合バスと貸切バスの従業員総数の合計は，昭和59年3月末において約19.9万
人である。従業員数は， 41年までは車両数の増加に伴い増加してきたが， 42&日度
以降においては，乗合バス，貸切バスともに減少の傾向にあり，特に車掌の減少
が重しい。
〔乗合バス〕
只末 従業員 遥転者 車 拿 走行キロ (10万キロ）当たり総数 （人） 男子 1女子 従業員数 1運転者数 1車掌数（人） （人）（人） （人）（人）（人）
“ 240,312 89,118 幻，613 61,274 9.1 3.4 3.4 45 207,675 100,312 16,748 30,994 7.1 3,4 1.6 
50 176,137 107,225 6,542 8,100 6.1 3.7 0.5 
51 172,376 107,282 5,363 6,706 6.0 3.7 0.4 
52 167,731 106,764 4,525 5,369 5.8 3.7 o.s 
53 163,517 106,103 3,437 4,264 5.6 3.7 0.3 
54 158,525 104,826 2,888 3,139 5.4 3.6 0.2 
55 155,191 104,145 2,251 2,srr s.a 3.6 0.2 
56 151,865 103,638 1,625 1,985 5.2 3.6 0.1 
57 147,097 101,953 1,033 1,518 5,0 3.5 0.1 
58 142,662 100, 寧 720 1,283 4.9 3.4 0.1 
出所：表①に同じ。
面ではみるぺきものはない。この個別企業としての対外行動のもう一つの場
合は，運賃制度の改善である。わが国では実に長期にわたって運賃は個別企
業原価主義をとっていて，サービスを消費する側からみれば，極めて不合理
な場合が同一地城市場に出現していたし，今でも見られる。この面で例えば
異なる企業のバス間の共通回数券など，ようやくバス事業全体の衰退を眼前
にして実現した。この運賃や停留所の位置にいたるまで，陸運行政の観制下
都市バスの再生は可能か (653) 519 
にあるのであるから，申請主義をとるとは言え，行政の責任をここでは指摘
できるであろう。さらに閑散時間帯での旅客誘致策としての割引キップの制
度も比較的近年のことに属する。また，協同輸送についても一定の割引制度
を導入した一札幌市の地下鉄開業を契機に。
バスサービスの維持，或いは強化に対しては，行政的な優偶，助成政策が
若千みられる。いわゆる地方バス路線維持費についての予算措置の他にも，
都市バスについても特定の設備について，いわゆる石油ショック後の公共交
通再評価の中で補助制度がスクートしている。問題なのは，売るぺき交通サ
ービスの生産条件でもあり，買って利用する消費者にとっては消費の条件，
いや消費の質を決めている路面の混雑に対してである。優先レーンや専用レ
ーンが僅かに部分的に設定されているだけである。その他には，燃料課税に
ついて若干の優偶がとられている。
ここにみたのは，最近のバス事業の動向とその政策の一端，特に都市部の
乗合バスに対するそれであったが， これから要約的に言えることはバス事業
表⑦ バスレーンの設置状況
優先レーン 専用レーン 専用道路
＇ 区間数 1延キロ程 I区間数 I延キロ程 I区間数 l延キロ程
km km 
48. 3. 31 172 310 48 47 
49. 3. 31 193 341 139 176 53 
50. 3. 31 274 471 232 341 99 
51. 3. 31 313 536 392 661 135 
52. 3. 31 336 563 450 788 142 
認.3. 31 345 585 484 824 162 
54. 3. 31 393 630 521 885 166 
55. 3. 31 416 652 538 920 171 
56. a. a1 426 679 568 992 186 
57. 3. 31 441 735 592 1,033 190 
58. 3. 31 470 764 608 1,042 186 
59. 3. 31 483 803 622 10,69 191 
（注） 専用道路については48.3.31以前のデークはない。警察庁調べ
出所：表①に同じ。
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の若千の，或いは部分的には相当の性格変化であろう。補助助成は，名目の
いかんを問わずー名目も，重要ではあるが一バス事業の資本活動に対する蓄
積条件を容易にする。それは補完的利潤源泉と言ってもよいであろう。それ
がバスの場合には，幼稚産業保護育成の場合などと違うのは，事業の社会的
必要性からなされているところにある。表⑧，⑨，⑩の補助対象が現実には
特に公営企業になるケースが多いことは，公営企業の存在理由とその事業活
動の条件をあらためて考えさせるものであろう。このことを表⑪から伺うこ
とができよう。つまり全体として自立採算は成り立っていないばかりか，系
統数また系統表でみても営業係数100以上の場合が圧倒的である。企業的見
表⑧ 都市バス関係補助金交付実績の推移
（単位：千円）
~I 54 I 55 I 56 I 57 I 58 I 59(予算）
都整市新備バスシステム
費補助 135,579 217,373 221,830 
新開住設宅運地行バ費ス補路線助 80,046 59,148 21,520 5,289 21,527 36,029 
ノゞスロケーション
85,444 ! 戸92,477 92,539 145,655 システム整備費補助
バス乗備継クーミルナ 434,817 75,000 整 費補助
A ロ 計 1165,490 1461,1471684,4551150,9441238,900 1332,859 
（注） 昭和56年度の都市新バスシステム整備費補助は， 都市基幹バス整備費補助
金のものである。
出所：表①に同じ。
表⑨ 都市新バスシステム整備費補助制度の概要 (59年度）
バス専用レーンの設置と併せて行う次の施設等の整備に対し¼の補助を行う。
(1) 都市型バス車両（低床，広ドア，冷暖房完備）の整備
(2) バス停関係
① シェルター（上屋，側壁等を有する停留所施設）の整備
③ 電照式標示柱の整備
(3) バス路線総合管理システム（コンピュークー制御により全車両の運行状況を中
央でリアルクイムで把握し，各車両の運行調整を行うとともに， 各停留所におい
てバスの接近を表示する）の整備
出所：表①に同じ。
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表⑲ 新住宅地バス路線開設運行費補助制度の概要 (59年度）
1. 補助対象新住宅地
(655) 521 
(1) 人口30万人以上の都市の中心から概ね50kmの範囲内にある団地であって住
宅都市整備公団，地方公共団体その他の者により開発した団地にかかるもの。
(2) 最終入居戸数が1,000戸以上の規模であること。
(3) 最終鉄道駅との距離が2km以上あって， 団地とのバス運行が必要でありな
がらその確保が困難であるもの。
2. 補助要件
次の要件に適合する団地に限り国庫補助の対象とする。
(1) 団地開発者が次の施設を負担すること。
（イ） バス運行に必要な固定施設（車庫，バス折返し用地，バス駐車場， 乗務員
休憩所，旅客待合所等）
（口） 所要バス車両
(2) 関係地方公共団体がバス運行により生ずる欠損の怜を補助すること。
3. 補助金の交付
国は，団地開発者が所要の負担をしてもなおバス運行により生ずる欠損の¼を
補助するものとする。
出所：表①に同じ。
表⑪ 56年度決算主要係数・営業係数順累積分布表
（但し，営業収益のみ，営業費用比で示す。）
営業係数 1系統数車両数％系統長彩走行距離彩乗客数彩 1営業収益彩営業費用％ 
く100 16 28.3 16.6 30.0 44.2 33.1 29.8 
く120 28 43.0 27.6 43.9 61.5 46.1 44.0 
く140 36 53.2 36.6 55.1 73.0 54.8 55.1 
く160 47 59.8 47.9 62.7 80.2 60.2 63.3 
く180 55 67.3 56.5 70.2 85.7 64.3 70.3 
く200 60 75.4 61.8 76.5 90.0 67.8 76.6 
く250 74 85.5 73.7 86.1 95.2 71. 7 85.3 
く300 84 89.6 81.8 90.4 97.2 73.3 89.6 
く400 93 94.3 88.3 94.2 98.7 74.5 93.7 
く500 99 97.4 92.7 97.3 99.5 75.1 96.5 
く1000 106 99.7 98.1 99.5 99.8 75.5 98.7 
〉1000 109 100.0 100.0 100.0 100.0 75.6 100.0 
出所：山本登士「都市活動をリードするバス事業の創造を」，『都市と公共交通』③
公営交通研究所編刊， 1983.9:P40。
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地からすれば交通以外か，他に何か事業の将来に強く関連する理由がなけれ
ば， 100以上の営業係数路線を存続させるインセンティプは極めて弱いか，
全くない。バス事業のみによる経営の内部補助の可能性のない場合，事業は
縮少される筈である。それにもかかわらず，事業が継続されるには，事業の
外部にそうさせるだけの理由と保障があるものと考えざるを得ない。都市バ
ス事業は，特に公営形態では，これが実情である。赤字の程度にもよるが，
このこともまた交通に特徴的である。
バス事業自体に収益性が低いか，ないとすれば，交通は手段であるから，
バスを以ってする何か交通以外の目標があり， これがバス事業の存続を要
し，経済的負担も担うものと考えることができる。それはここでは，都市問
題の解決，ないしは都市政策上の何かの目標であろう。そう考える以外，事
業存続を正当化することは困難であろう。バス事業は，今日では，収益動
機より，何か社会的な，都市では何らかの都市政策目標実現のために継続さ
れていると言えよう。バスは，特に乗合バスは，図⑱が示すように，今日で
は最も小規模の積合せ輸送一
1000~4000人／時の輸送力を 100 
本来もつ一つの輸送機関では
あるが，混雑時には著しく輸
送力を低下させる。大量積合
せ輸送を行う交通システムの ,._ 10 
濫
中，専用軌道を持たい唯一つ ミ
It- 5 
の輸送システムである。表⑪ ツ
-R 
に引用した山本氏の発見した 誓
バス利用者数減衰曲線を参考
に引用してしめくくりとしよ
う。利用者数の減少傾向は，
「一定比率で減衰し限りなく
ゼロに近づく物理現象」に現
ー
表⑭ 各種交通システムの輸送力
0.5 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
運転時隔（分）
出所：井口雅ー・山下恭雄著『新交通システ
ム』朝倉書店， 1985年刊， P27。
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図⑭ バス利用者数と減衰曲線
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出所：表⑪に同じ。
れる単純な指数関数曲線に一致しているという。しかもこの曲線は，昭和40
年代末でバスの需要予測をする際に既に現在を予測するのに使い，現在まで
まさに正確にこの曲線上を利用者数はトレースしているという。大阪市営バ
ス事業での傾向である。
バス事業を全面的に検討するためには，まだまだ多くのことをとりあげな
ければならないことは言うまでもない。ここでは，名古屋及び東京の新しい
バス運行形態を整理し，かつその整理を意義づけるに必要な限りで関連する
事項や， どの様な環境の中で両市の新しいバス運行形態が行われているかを
位置づけるため，バス事業全体について予備的考察を行った。
2 基幹バスシステム（名古屋市）
i〕 基幹バス構想
この構想が具体的に調査研究の対象としてとりあげられたのは，総合交通
計画策定のための調査・研究を行なった名古屋市総合交通計画研究会cs.52 
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発足）においてであった。この研究会の報告書において基幹バス構想が全市
の交通施設計画の中に位置づけられている。報告書中の基幹バスに密接な係
りのある部分をこに再録しておこう。
資料2-1,『名古屋市総合交通計画調査研究報告書』 (S54.5.名古屋市）
総合交通計画の立脚点
① 都市交通は都市の経済を維持する基盤であるとともに，市民の日常的生活を維
持し，地域社会を健全に維持していくための基盤でもある。従来，前者に偏してい
た嫌いのある交通計画の重点を，本計画ではやや後者に移動させることとした。
③ 望ましい都市交通体系とは，単に増加する交通需要に対処するのみではなく，
省エネルギー，環境保全への配慮，都市空間の有効利用などの点においても，都
市交通体系全体としての最適化を目ざすべきであると考えた。
⑧ 大量で経済への寄与度の高い交通需要のみでなく少量で弱い立場の交通需要に
も公平な交通サービス供給を確保するように努めた。
④ 交通計画は，単に交通施設の整備計画にとどまらず，その交通施設の運用計画
をはじめ，交通規制や交通情報の供給など，あらゆるソフトウエアの計画を含ん
だ総合的交通管理・サービス供給計画であるべきだと考えた。
総合交通計画の基本政策
上述の立脚点に立って策定された交通計画を貫ぬく基本政策としては，つぎの 4
項目が挙げられる。
① 自動車交通量総量の抑制
R 公共交通サービス供給計画の重視
⑧ 道路の機能別整備と居住環境の確保
④ 交通政策推進のための現行組織，行財政制度の改善
公共交通体系の概念図
甚幹路線
． ． ?
一般バス路線
??＿
特定バス路線
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基幹バスシステム
基幹バスシステム導入の考え方
先にも述べたように，公共交通サービス水準の良否には地下鉄の有無が大きく影
響している。このため，公共交通サービス水準の向上のためには，地下鉄網の全市
的整備を行なわなければならないが，地下鉄建設には多額の資金と長期の工事期間
を必要とし，これまでの建設速度をみても早急な整備は期待できない。
そこで地下鉄に近い機能を有し，建設コストの比較的低廉な新しい交通機関の開
発が要請されることになる。本市の公共交通システムの現状から新しい交通機関に
期待される要件は次のようなものである。
① 地下鉄より建設コストが大幅に低いものであること
③ 地下鉄に近い容量および速度を有すること
⑧ 建設に要する期間が短いこと
④ システムに対する信頼性が確立していること
⑥ 既存のシステムと一体的に機能を発揮できるものであること
⑥ 地下鉄建設予定路線に建設しても，順次地下鉄に置きかえていくことのできる
ものであること
⑦ 地下鉄が必要なほどの需要はないが，基幹路線が必要と思われる地域にも対応
できること
地下鉄とバスの中間的な交通機関として中量軌道輪送システム（いわゆる新交通
システム）が種々研究開発され，わが国においてもいくつかの都市で実験的にその
建設が開始されているが，様々な問題点を有し，現段階では本市に必要な上述の要
件を満たしているとはいいがたい。
ここで従来のバスシステムに目を向けてみると，バスシステムは，大規模な固定
施設を必要とせず，需要に応じて車両と維持管理施設の増強によって容易に対応で
きるという利点を持ちながら，速度が遅い，乗りごこちが悪い等の理由によって基
幹的交通機関となり得ない。しかし、これらの欠点のうちとくに問題となる速度に
関しては，バス自身の性能によるよりも，むしろ他の自動車等との混合交通による
交通渋滞，交通信号による頻繁な停車などの道路交通条件によって生じている問題
であるので，これらをとり除く工夫をすれば，かなりの速度向上を期待できる。
そこで，道路上に専用の走行車線を確保して運行するバスシステムを考えると次
のような利点があげられる。
① 専用車線を有することにより交通渋滞の影響を受けない。
③ 系統化されたバス優先信号の採用により 20km/h以上の表定速度を確保でき
る。これは，地下鉄には及ばないが一般バスを大幅に上まわる。
⑧ 既存の道路ストックを活用でき，整備に要する費用は小さい。また，その整備
費は道路事業の中で負担できる可能性があり，運営コストを安くできる。
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④ 建設に必要な期間は短い。場合によっては専用レーンが全線にわたって完成し
ていなくても運行開始できる。
⑥ 大型車両（連接バス等）を採用すれば容量は相当に大きくなる。
⑥ 将来，地下鉄に置きかえた場合，無駄になる投資量は小さくてすむ。
⑦ 運行技術的には，従来のバスシステムの技術がそのまま適用できる。
このように，先にあげた要件をほぼ満足できるシステムとなり得る。 したがっ
て，このシステムを「基幹バスシステム」と呼ぶこととし，本市の基幹的交通機関
のひとつとして採用することを計画するものとする。
(2) 基幹バスシステムの概要
基幹バスシステムの細部については，今後の継続的な調査研究を持たなければな
らないが，概略以下のようなイメージのシステムを考えるものとする。
① 道路中央部に専用車線を有し，乗降は専用車線に沿って設けられた安全島によ
り行う。このため，基幹バス路線を設置できる道路は最低25m程度の幅員を要す
るであろう。図5-4に道路定規および停留所の考え方を例示した。
R 専用優先信号により交差点での停止をなくし，停留所閏隔を地下鉄なみの800
~1,000m程度とすることにより，表定速度として25km/hを目標とする。
⑧ 車両は大型•多扉・低床車両を開発し，座席定員を増加し，従来のバスのイメ
ージを一新するようなクイプを考える。また，乗りごこちおよび公害対策の観点
から，動力として電気式をも考慮する。
④ 地下鉄等との連絡は，路外に設置した専用クーミナルで，物理的抵抗を最小限
にした設備を通じて行なえるようにする。図5-5にクーミナルのイメージを例
示した。
⑥ 地下鉄の代替機関としてのイメージを強調し，乗りかえの抵抗を小さくするた
め，料金体系は地下鉄と一体的なシステムとなるよう工夫をする。
計画実現のために
④ （基幹バスヘの補助制度の導入）
基幹バスは，地下鉄なみの基幹路線でもあり，現行地下鉄なみの補助制度の導
入制度化が望まれる。また走行レーン等の施設整備費に対して道路財源が充当で
きるよう働きかける必要がある。
⑥ （基幹バス試行路線の設定と試行）
基幹バスについては，道路幅員の構成等の検討すべき問題が多々ある。このた
め早急に試行路線を設定，試行すぺきである。
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図5-7 計画公共交通網図
530 (664) 都市バスの再生は可能か
表7-1 公共交通機関別施設計画ならびに事業費
新設路線延長 I 事（億業円費） 摘 要
8,875 工事路線10キロ， 1,700億円を含む
6路線 60.5キロ 523 クーミナル，車輛，用通費等
2系統
停留場，案内標示板等
47 
136系83統4 
系統総数 キロ （系統数は統廃合後の数である）
計 I 9,445 I 
注：年度別事業費6%のアップを乗じ，集計した金額である。
(2) 昭和65年予測，公共交通機関別乗車人貝
昭和65年における公共交通機関別乗車人員は，表7-2のとおりである。
表7-2 公共交通機関別乗車人員（終日）
単位：千人
自動車抑制策が実現し， 交通機関別乗車人員
公共交通に転換した場合
地下鉄 1基幹バス 1急行バス I一般バス 1とそうでない場合 計
転換した場合 I1,784 I 377 I 33 I 843 I 3,037 
転換しなかった場合 I1,ss1 I s2s I 2s I 733 I 2,640 I 
注：自動車抑制により， 各交通機関とも15%乗車人員の増加が見込めると予測し
た。
i〕 基幹バスの現状
昭和57年 3月東郊線 (10.5k)運行開始（路側方式），
昭和60年 4月新出来町線 (10.4k)運行開始（中央走行方式）。
資料2-2, 名古屋交通局『ミッキー 基幹バス』 (S.61)からこの 2つの
路線運行概要をみよう。
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■ 位置づけ
基幹バスは， 鉄道や地下鉄とならび， 基幹的交通機関として位置づけら
れ， きめ細かなサービスを行う一般バスと基幹路線がお互いに機能を分担
し，ネットワークを形成するようにしています。
基幹バス路線を設定すべき路線としては，次の 2種類があります。
① 地下鉄の計画路線に当分の間その代替機関として整備とするもの。
② 地下鉄の計画はないが，基幹的交通機関の必要な地域に整備するもの。
■ 基幹バスシステム
(1) 道路中央部に専用車線を有し，乗り降りは専用車線に沿って設けられた
交通島で行う。このため，基幹バス路線を設置できる道路は，最低25m程
度の幅員を必要とする。
(2) 専用優先信号によって交差点での停止をなくし，停留所間隔を地下鉄な
みの800~1,000m程度とすることにより，表定速度25km/hを目標とする。
(3) 車両は大型•多扉・低床車両を開発し，座席定員を増加し，従来のバス
のイメージを一新するようなクイプを考える。また，乗り心地および公害
対策の観点から，将来は動力として電気式をも考慮する。
(4) 地下鉄などとの連絡は，路外に設置した専用クーミナルで，物理的抵抗
を最小限にした設備を通じて行えるようにする。
(5) 地下鉄の代替機関としてのイメージを強調し，乗りかえの抵抗を小さく
するため，料金体系は地下鉄と一体的なシステムとする。
■ 利点
(1) 道路交通渋滞の影響を受けない。
(2) 従来のバスを大幅に上まわる表定速度での運行が可能になる。
(3) 既存の道路ストックを利用でき，整備に要する費用は小さい。
(4) 建設に必要な期間は短く，場合によっては専用レーンが全線にわたって
完成していなくても運行が開始できる。
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(5) 大型車両（連節バス等）を採用できれば，容量は相当に大きくなる。
(6) 需要の増加に対応して，他のシステムヘ移行することが比較的容易であ
る。
(7) 連行技術的には，従来のバスシステムの技術がそのまま適用できる。
(8) 車線減少により，自動車交通の抑制を期待できる。
■ 需要の推移
利用者数は，次第に増加し，昭和59年11月には， 16,200人に達していま
す。
利用者数（人／日）
20,000 
Passengers per day 
15,000 
10,000 10,100 
5,000 
1982 1983 1984 
年
1985 year 
都市バスの再生は可能か
■ 表定速度の向上と所要時間の減少
平均表定速度 13km/h→ 17km/h 
Average Speed 
平均所要時間 48分→37分
Average Required Time min min 
km/h 
20 
18 
16 
14 
12 
■手段転換
表定速度の時間帯加変化（往復平均）
Change of Speed 
. ----→ ·-------~---
事前(OrdinaryBus) 
!1'・ 朝 朝ピーク 午ilu 午後 夕）jピー・ク 夜rm
基幹バス利用者の従前の利用手段は次のとおりでした。
(Former Mode) 
バス関連 (Bus Related) 86.4% 
鉄道系のみ (Rail Only) 
自家用車のみ (CarsO~ly) 1.8% 
その他 (Others) 7 .2% 
■ 自動車交通への影響
(667) 533 
交通量は，本線・並行道路とも微減であり，走行速度についても，一部の
時間帯，方向で低下がみられましたが，全体としては大きな変化はありませ
んでした。
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都市バスの再生は可能か (669) 535 
■ 利用者の評価
基幹バスの各施策に対する評価は，図に示すようにかなり満足度が高くな
っています。
乗りごこち
バス車内設備
シェルター
Comfortability 
in Vehicle 
Vehicle Interior 46.6 37.9 
Shelter 45.2 38.3 
運転間隔（朝ラッシュ）Frequency(Morning) 
歩道カラー舗装
倅留所標識
運転問隔（夕方）
運転間隔（昼間I奇）
定時性
始発時刻
絡発時刻
乗りかえのしやすさ
混雑度
割引乗継券
Colored Pavement 
on Sidewalks 
Signs of B.S. 
Frequency(Evening) 
Frequency(Daytime) 
Punctuality 
First Bus Time 
Last Bus Time 
Transferability 
Congestion 
Transfer 
Discount Ticket 
基幹バスに対する満足度（基幹バスの施策別）（利用者）
. f'd quite satis 1e quite unsatisfied 
1 2 3 4 5 
たいへん満足まあ満足 ふつうやや不満たいへん不満I~~~ 戸~]に二
0.4 
匝 (2144)
3.90.7 二 (2032)
2,90.5 区ニコ (2095)
2.90. 7 
I 11.1 16.31 <21s3) 
48.2 33.8 
42.4 33.7 
36.9 38.3 
――?
ー
?
――?
????
?
• 
??
?ー
ー
25.6 
28.8 
37.7 
38.7 
41.0 
35.3 
ビ
匡
巨
「 2
30.3 
32.4 
J 16.5 J6.5ll~c2141) 
1., 
I 21.6 J 12.3 J I c2100) 
2.8 
I 33.4 I 1 c2119) 
5.20.9 
I 21.4 111.51 I c2139) 
2.9 
I 37 .s 111 c1s60) 
3.7.13 二 (1608)
5.8 
I 21. 3 Js. 5J c1121) 
;35.4 
27.5 40.1 
72.0 
匡 (2053)
コー (1910)
2.6z.1 
総合的な評価についても，便利になったとする人が63彩となっています。
たいへん便利になった MostConvenient 
More Convenient まあ便利になった
ほとんど変わらはい
むしろ不便になった
Almost no Change 
Less Convenient 
たいへん不便になった LeastConvenient 
27 .1%(588) 
・36.0% (781) 
不 明 Unknown ? 20 40 60% 
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■ 収 支（昭和58年度）
Revenue & Expenditure in fiscal 1983 
千円 (thousandyen) 
収入 支 出差 引乗車人員 4,950,385人
Revenue Expenditure Profit 走行キロ 825,423km 
525,960 519,073 I 6,887 運転車両数 22両
■事業費
事業内容
Contents of Projects 
交通事業車両
Bus relating シェルクー
Facilities 
バス殿線総合管理
シスプム
道路改良
Road 
Improvement 
計 Total
交差点改良
交通島築造
カラー舗装
バスベイ など
など
麟
420 I 136 
200 
1 620 136 
単位百万円
millioh yen 
新出町来線
Shindekimachi Line 
事業費 1補助金
Cost Subsidy 
980 109 
1,460 217 
2,440 326 
キロ当り事業費 Cost/kilometer I 60 236 
■ 課題
基幹バスは，モデル路線と Lて2路線が運行を開始しましたが，物理的・
制度的な制約条件から必ずしも構想どおりではありません。今後，一層充実
した内容で整備していくためには，次のようなことを検討していく必要があ
ります。
・表定速度向上のための施策
・結節点整備の充実
・料金体系の見直しなど
・定時性確保のための施策
・車両の大型化など需要増に対する施策
都市バスの再生は可能か
可
中央走行方式
モデル路線
(671)認7
補：都市高速道路整備と地下鉄・基幹バス整備の場合の効果分析
種別！ 輸送（人）能力 輸増送能力加の 整（備億費円）用 整増（万備加費輸円送用＋
（人）／野
平面道 道路容最（台／日）車線数 平均乗車人員
6,900 X 6 X 1.3 
路のみ =54,000人
●都市高速道路 約蓮•（1鎗下7,7下kmの50場・)合半 213 都市高 道19路,容10且0（台/13X) 車線4数 X 平均乗1.車人3員
速道路 ●平面道路
=100,000人 82,000 
整備 6,900 X 4 X 1.3 
約合（7高•5 0 架7kのm場) 91 =36,000 
計136,000人
•平面道路
億円3/km km 
道6路,容9泣00（台l日X） 車線4数 X 平均乗1.車人3員 X 7 
基幹バ =36,000人 ※ 
ス整備 ●基幹バス
34,000 約21 6 
定78員本数（ビーク時） ピ1ー5ク%率往復
X50 + X2 
= 52 , 000人
計88,00
●平面道路
但円/km km 
道6路,容9凪00（台l日）車線数 平均乗1.車人員
X 6 X 3 250 X 7 
地下鉄 =54,000人 ※ 
整備 ●地下鉄
320,000 約1,750 55 
8定0員0本数（ピーク時） ピ1ー5ク%率 X往復2 X 30 + 
= 3 2 0 , 0 0 人
計374,
※車両費は含まず
本表出所：名古屋市『都市高速道路調査専門委員報告書』昭和61年2月， P230より。
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3 都市新バスシステム（東京都）
東京都交通局資料による概要。
1. 現 状 都市新バスシステムについて
(1) 運輸成績等
項 目 I 都 0 1 系 統 I 
運行開始日 昭和59年3月31日
運行区間 渋谷駅前～新橋駅前 5.5km 
運行回数 230回
車両数 33両（新車）
乗客数 58年度 15,669人59年度 23,494人49.9%増
8 日
収 入 平均1,784千円平均2,800千円 56.9%増
(2) 施設等
都 02系統 1備考
昭和61年3月3日
大駅塚前駅10前～錦糸町
.Okm 
230回
4改9両造車（新21両車2）8両，
59年度 25,308人
一日
平均 3,114千円
項 目 都 01系統 都 02系統 備 考 l
T型（接近表示付） 20基 12基
R型（接近表示なし） 5基 19基
停留所
所要時分表示 2箇所 6箇所
前車通過時分表示 4箇所 11箇所
出発時刻指示表示 1箇所 錦糸町駅前
行先案内表示 1箇所 大塚駅前
上 屋 17箇所 20箇所
投 資 額 582,394千円 550,760千円
I うち 国庫補助金 106,754千円
2. 今後の拡充計画
都市新バス 2路線の利用実態の把握，道路条件，乗客誘致度，投資効果
等について分析し，拡充計画を検討する。
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都市新バスシステムの概要（東京都交通局資料）
I. 都01系統「グリーンシャトル」
都心部におけるバス輸送は，慢性的な道路混雑の影響もあって，輸送機関として
本来の機能を十分発揮できない状況におかれているが，このような状況を改善する
とともに，便利で快適のバスサービスを実現するため，都市新バスシステムを導入
した。
このシステムの基本的な考え方は，バスを魅力ある輸送機関として再生させ，省
エネルギー，低公害型の効率的な都市交通体系を形成することを目的として．
(1)新型車両の導入 (2)停留所施設の改善 (3)バス接近表示装置の設置
(4)運行管理システムの導入 (5)バス専用レーンの拡大
など，種々の施設を一体化することにより，バス本来の機能を飛躍的に向上させよ
うとするものである。
1 運行開始日
昭和59年3月31日
2 運行区間
都01系統
3 運行計画
始車
終車
運行回数
4 バスレーン
渋谷駅前～新橋駅前
渋谷駅前 6: 30 
渋谷駅前 21:55 
230回（平日）
朝 ラッシュ時2分間隔
新橋駅餌 5: 52 
新橋駅前 22:26 
・日中 4~5分間隔
・タ方 ラッシュ時3~4分間隔
(1) 専用レーン時間帯 午前 7時30分 ～午前 9時30分
場 所 上り 渋谷四丁目→ 新橋ガード
下り 新橋ガード→渋谷三丁目
(2) 優先レーン時間帯 午後 5時00分 ～午後 7時00分
場 所 下り 新橋ガード→ 溜池
5 停留所における利用者への運行情報の提供
(1) 接近表示装置
主要停留所20か所に，バスマークや音声によりバスが閏もなく到着するこ
とを知らせる接近表示装置を設置した。
(2) 所要時分表示装置
渋谷駅前停留所には六本木までの，新橋駅繭には溜池までの，それぞれの
区間で現にバス逼行に要している時分を表示する装置を設置した。
なお，これらの情報サービスは，英語によっても表示する。
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6 運行管理システム
運行管理者に対して，走行中の全バスの情報を提供するとともに，乗務員に対
しては，等間隔運行のための情報を提供し．必要な運行調整を行う。
なお，これまでのシステムに加え，次の新しい試みを採用した。
① 主要停留所で，乗務員に対して，直前のバスの通過後の経過時閻を知らせる
表示を行う。
③ 運行管理者に対して，主要区間毎及び全線の標準所要時間と走行実績時間の
情報を知らせる。
7 バス停留所の上屋
道路条件に適合した場所，バスの色調に合わせた上屋（一部シェルクー付き）
を設置した。
シェルクー付上屋 6棟
8 車
(1) 
上屋 13棟
両
車両の諸元
車種 1車両数 1全長 1車両重量 I
三菱I33両 I10.2{元I9,410kg I 
(2)特徴
定員（座席＋立席＋乗務員）
72名 (29+42+1) 
① キュービックスクイルの車両とし，前面に「グリーンシャトル」の表示窓
を設置した。
③ 全車両に冷暖房，セバレート型2人掛けシート，展望を良くする大型窓，
耳の不自由な人にも利用できる次の停留所を案内する停留所表示装置，乗降
に便利なワイドドア等を採用し，快適性，便利性の向上を図った。
関連資料（東京都交通局による）
1. 都01系統増加投資額 （単位千円）
項 目 I 金 額 I 備 考
車両グレードアップ分 74,316 2,252X33台
I 運行管理システム 50,405 システムー式＋回線敷設費上屋・シェルクー 34,042 シェルクー 譴上 屋そ の 他 14,259 案案内内所板新新設 退
小 計 173,022 
国庫補助金 106,754 
差 引 66,268 
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（単位千円）2. 都01系統増加投資額回収予定調（計画，実績比軟）
I~ 旦9」58 I 59 60 159実績I備 考
増加投資額 66,268 
(59) 900人X94日XllS.90
収 乗車料収入 39,389 142,536 900人XZTl日Xl13.90
入
(60)3,000人X365日xllS.90
回 の その他収入 318 318 広告料収入増
増 計 39,707 142,854 
人件費 29,032 
4% 34組08x千l.28+ 4人
収 支 30,817 7, 円
出 物件費 4,813 3劣4,957 動車両力修費繕費
の 支払利子 5,103 5,044 利率 7.7俗
額 増
計 38,948 40,418 
差引回収額 759 102,436 156,172 
未回収残高 △ 66,268 △ 65,509 36,927 89,904 
3. 都01関連収支状況 (59決算） （単位千円）
｀ 
58年度 59年度
差引
収入 l支出 l損益 収入 I支出 1損益
804,000 744,640 59,360 1,188,715 844,856 343,859 284,499 
△ △ 
絡5,045 361,026 74,019 322,599 353,513 30,914 104,933 
△ △ △ 
332,000 460,835 128,835 302,127 454,356 152,229 23,394 
1,566,501 4,544 1,813,441 1,652,725 160,716 156,172 
名古屋の場合にしても東京の場合にしても，システムの運行開始以来未だ
日が浅い。従って全般的評価は困難である。しかしながら，利用者の増加傾
向，システム運行状況からみるかぎり，これらのシステムが導入された政策
目標にかなり近い形で現実が動きつつあると言えよう。
主観的要素が大いに反映されうるサービス快適性に利用者から局に評価が
542 (676) 都市バスの再生は可能か
与えられているようであるが，これはむしろシステム導入外の，或いはそれ
以前のバスサービスがいかにサービス水準が低いか， と受け取った方が適切
であろう。
交通サービスの評価が最も客観的な尺度となりうるのは，所要時間であろ
う。定時性が高まれば信頼性も増すであろう。この意味では，低下傾向一方
で長年続いてきた表定速度に相当な向上がみられるのはバスのあり方全体に
も大きな意味をもつであろう。
さらに重要なのは， この定時性，高速を保障する条件として基本的な条件
である専用道路，或いは路面の専用化という点であろう。面的自由さを技術
的に持ちながらまさにその部分に制約を加えることによって機能回復をよう
やくなし得ているとすれば，過渡的性格のものとならないだろうか。それに
何よりも道路幅員を要する。これは今後のこのシステム拡充に相当厳しい条
件であろう。必要な道路幅員確保のための費用を考慮すれば，地下鉄建設費
の1/10以下，高速道路よりももちろん遥かに低い水準ではあるにしても，運
賃制度へも変化をもたらすことになるであろう。
重要なのは，交通政策以外の，他の都市政策と結びつけてこのシステムの
拡充をはかることであろう。例えば，住宅開発や地区再開発と結合させなが
ら用地を確保していくことであろう。残念ながら我が国ではこの面での進展
が余りみられず，交通政策はほとんど常に後追い的である。資料に言うよう
に，ここに反省がなされてはいるが，現実の裏付けが得られるかどうか予測
し難い。
最後に，運行頻度を著しく向上させれば，東京の場合のように，混雑地域
でバス潜在需要の高い路線では，利用者が待つのではなく，むしろバスが停
車して待つ現象が起る。このような場合，首をめぐらして見さえすれば視界
にバスが入る。ロケーション・システムの効用はもはやなくなる。数分間隔
で連続してバスが走っておれば，路側は事実上バスに専用化される。他の車
の駐停車も困難となる。いつでも待たずに乗れれば，それが周知の事実とし
て広まれば，高度な情報機器を装備し，資本構成を高めることなく，意外に
都市バスの再生は可能か (677) 5位
も利用は増えることにならないであろうか。都市混雑地域でのバス再生は，
原理的には単純なのである。
名古屋市交通局，東京都交通局には資料提供など研究調査への協力に謝意を表した
い。 このような機会設定の労について公営交通研究所（大阪）にもお礼をのべたい。
